地域型復興住宅の生産供給体制構築に向けて
（第２ステージの進め方）
１．目的の再確認
岩手、宮城、福島３県の地域の住宅生産者が協力し、地域材を用いた良質低廉な木造住宅（以下、地域型復興住宅）の生産供給体制を構築することにより、今後予想される大量の住宅需要に的確に対応しつつ、被災者の自力住宅再建と自治体の災害公営住宅建設を支援するとともに、地域における雇用機会の創出と産業振興に寄与することを目的とする。
２．第２ステージの中心課題
第１ステージでは、地域型復興住宅の基本的考え方を示す「設計と生産システムガイドライン」（以下、ガイドライン）をとりまとめた。
第２ステージでは、ガイドラインを参考注１にして実際に地域型復興住宅の生産供給を担う、建築士・設計事務所、工務店、専門工事業者、林業・木材産業関係者、建材流通事業者等でつくるグループ（以下、地域住宅生産者グループ）の形成促進・発掘を中心課題とする。
なお、より実戦的・即地的な展開を図るため、第２ステージからは、名称を「地域型復興住宅連絡会議」から「地域型復興住宅推進協議会」に改めるとともに、各県ごとの協議会での活動を中心に据えることとする。
（注１）ガイドラインへの適合を厳密に求めるものではない。各地域住宅生産者グループは、ガイドラインを参考に、その特性に合わせて当該グループにふさわしい住宅生産の基本方針、共通ルール等を定めることができる。
３．地域住宅生産者グループの形成促進・発掘の進め方
（１）公募
福島県地域型復興住宅推進協議会（以下、本協議会）は、地域型復興住宅の生産供給に取り組もうとする地域住宅生産者グループを公募するとともに、本協議会構成団体からの推薦を募る注２、注３、注４。
（注２）地域住宅生産者グループの公募にあたっては、例えば以下の体制を有することを求めるなど、本協議会共通の公募方法を定めることとする。
①　相談への対応力：被災者や自治体からの相談にきめ細かく対応できること。
②　設計力：長期優良住宅の設計及び認定手続きを行うことができること。
③　施工力：長期優良住宅の施工を行うことができること。平時を超える住宅需要への対応に配慮していること。
④　地域材の調達力：地域材を安定して調達することができること。
⑤　維持管理力：将来にわたって維持管理や増改築にきめ細かく対応できること。
（注３）本協議会の構成団体については、第２ステージの開始を機に、必要に応じ見直すこととする。
（注４）福島県で実施している「ふくしまの家」復興住宅供給システムプロポーザル募集で選定された団体には、この地域住宅生産者グループの公募にも応じていただくようお願いすることとする。
（２）名簿と情報シートの作成
本協議会は、地域住宅生産者グループの連絡先等を記した名簿（リスト）を作成するとともに、名簿に登載された各々のグループについて概要や住宅の特徴を記した消費者向けの情報シート（図表や写真入り）を作成する注５。　
（注５）名簿と情報シートについては、各県共通のフォーマットを定めることとする。なお、情報シートには、家づくりの特徴、対応地域、代表的な住宅の特徴、延べ面積、価格、工法、構造、設備、仕上げ、住宅性能評価、グループの基本情報、施工実績、代表者からのメッセージ等を掲載することが考えられる。
（３）普及・広報
本協議会は、以下の方法により地域型復興住宅の普及・広報活動を展開することとする。

①　名簿及び情報シートのホームページ掲載（本協議会の構成団体のＨＰを活用）
②　リーフレットの作成・配布（住宅金融支援機構東北支店と共同で作成）
③　記者発表などメディアへの情報提供
４．スケジュール
①　平成２４年１月１５日
・住宅金融支援機構との共同によるリーフレットの作成開始
②　平成２４年２月１４日
・協議会の開催（第２ステージのキックオフの会議）注６
（注６）第２ステージにおいては、県当局の積極的な参画をお願いすることとする。また、会議出席者による活発な意見交換や質疑応答を行う。
③　平成２４年２月１４日～２２日
・ガイドライン説明会の開催
（２月中旬から地域住宅生産者グループの公募を行うことの周知を含む。）

③　平成２４年２月１５日
・地域住宅生産者グループの公募の開始
・参加表明書の受理後、各地域住宅生産者グループに情報シート案の作成を依頼
④　平成２４年３月５日
・地域住宅生産者グループの応募の〆切　→　速やかに登録
・名簿（リスト）の作成
・各地域住宅生産者グループからの情報シート案の提出　→　速やかに完成
・リーフレットの完成
⑤　平成２４年４月～
・ホームページへの名簿及び情報シートの掲載開始
・リーフレットの配布開始
５．補助制度及び融資制度の活用促進
本協議会は、地域住宅生産者グループによる国や県の補助制度及び住宅金融支援機構の融資制度の活用促進を図るため、地域住宅生産者グループに対し情報提供等の支援を行う。

とりわけ地域住宅生産者グループによる地域型復興住宅の供給推進に役に立つと考えられる、平成２４年度開始予定の地域型住宅ブランド化事業の積極的活用を図ることとする。
６．国交省予算による調査への協力
以上の第２ステージの活動については、国交省予算による調査注７に協力しながら進めることにより、本協議会の活動と国交省予算による調査双方の効果的かつ効率的実施を図ることとする注８、注９。
（注７）国交省予算による調査の実施主体：（株）市浦ハウジング＆プランニング
（注８）本協議会及びその構成団体並びに各地域住宅生産者グループは（株）市浦ハウジング＆プランニングから以下の事項についてアドバイスを受けることが期待できる。
①　地域住宅生産者グループの公募方法及び推薦方法
②　本協議会及びその構成団体から地域住宅生産者グループ形成を目指す者への支援方法
③　名簿及び情報シートのフォーマット
④　住宅金融公庫東北支店と共同で作成するリーフレットの記載内容
⑤　本協議会構成団体のＨＰに掲載する広報用コンテンツ
（注９）一方、本協議会及びその構成団体並びに各地域住宅生産者グループは（株）市浦ハウジング＆プランニングに対し以下の協力を行うこととする。なお、これらの協力に対し、本協議会事務局及び各地域住宅生産者グループは（株）市浦ハウジング＆プランニングから費用の一部の支給を受けることができる。
①　各地域住宅生産者グループに係る情報シート（各グループが独自に作成する詳細説明資料を含む。）その他の資料提供・・・全グループ共通
②　アンケート、ヒアリング等への回答協力・・・一部のグループを予定
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地域材を活用し、地域の気候・風土にあった｢地域型住宅｣の具体像、共通ルール

地域の気候・風土、街なみ景観等の特徴地域材の特徴、地域材供給の現状地域材の供給・加工・利用に関する共通ルール地域型住宅の維持管理に関する共通ルール積算、資材調達、施工に関する共通ルール原木供給者製材事業者建材流通事業者

具体的取組、役割分担

信頼性確保普及促進資源循環利用中小工務店

関連地域産業の連携による住宅生産体制

※

技術継承新技術導入災害時の応急仮設

住宅供給体制

生産する住宅像の明確化

「地域型住宅」の具体像地域型住宅の規格・仕様に関する共通ルールプレカット工場

※地域材や住宅生産技術が共通である地域毎の協議会、NPO等のグループを想定

地方自治体による協力維持管理

地域の中小工務店による住宅の供給を通じた地域経済の活性化。地域の中小工務店による住宅に関する消費者の信頼性の向上。木材自給率の向上による森林・林業の再生。地域の住文化の継承及び街なみの維持・保全。

地域型住宅のブランド化に向けて

補助内容

１戸当たり

建設費の１割以内かつ

100万円を限度に補助

支援支援

中小住宅生産者により供給される木造住宅長期優良住宅地域材持続可能な森林経営に資する地域材の活用（※）

（※）柱・梁・桁・土台の過半において、都道府県の認証制度などにより産地証明等がなされている木材を使用

１戸当たり上記に加えて、

20万円を限度に補助

○当該事業に取り組もうとするグループから、「『地域型住宅』生産の共通ルール」等に関する提案を募集し、学識経験者からなる評価委員会による評価結果を踏まえ、優れた提案について、これら提案内容に基づく活動を行うことを要件として国土交通省が採択を行う。

○採択されたグループ内の中小工務店が、上記の

地域毎の住宅生産システムの共通ルールに基づいて木造の長期優良住宅の建設を行う場合に、当該建設にかかる費用の一部について補助を行う。

効果前提条件

地域型住宅ブランド化事業

参考：地域型住宅ブランド化事業（平成24年度開始予定）
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